
施策名

施策に対する
基本的考え方

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和５年度 令和４年度

東久留米市子
ども・子育て
会議運営等事
業

子ども・子育て支援法第７２
条第１項及び第３項の規定に
基づき設置された東久留米市
子ども・子育て会議を運営す
ることにより、市の子育て支
援の推進を図る。

4,883 302 4,581 1616.9

東久留米市子ども・子育て会
議にて委員の意見を聴収し、
東久留米市子ども・子育て支
援事業計画の令和４年度にお
ける進捗状況の点検・評価の
公表、東久留米市子ども・子
育て支援ニーズ調査の実施、
東久留米市子ども・子育て支
援ニーズ調査報告書の取りま
とめを行った。

子育て支援課

認定こども
園・幼稚園運
営支援事業

認定こども園・新制度幼稚園
からの請求により施設型給付
費を支出する。地域区分、児
童年齢、各園の定員数などに
より国基準の単価（公定価
格）が定められており、児童
数等に応じた金額を支払う。

356,589 231,776 124,813 153.9
認定こども園・新制度幼稚園
に対し、園児数等に応じた運
営費の給付を行った。

子育て支援課

地域型保育事
業運営支援事
業

小規模保育施設・家庭的保育
施設からの請求により地域型
保育給付費を支出する。地域
区分、児童年齢、各園の定員
数などにより国基準の単価
（公定価格）が定められてお
り、児童数等に応じた金額を
支払う。

583,337 559,029 24,308 104.3
小規模保育施設・家庭的保育
施設に対し、園児数等に応じ
た運営費の給付を行った。

子育て支援課

認証保育所等
運営費補助事
業

認証保育所等に市内の乳幼児
が在籍した場合、年齢区分に
応じた単価等により計算した
運営費補助金を交付する。

147,138 126,134 21,004 116.7
認証保育所等に対し、園児数
等に応じた運営費の補助を
行った。

子育て支援課

延長保育事業
私立保育所及び小規模保育所
で延長保育を実施している。

23,654 21,818 1,836 108.4
私立保育所及び小規模保育所
で延長保育を実施した。

子育て支援課

令和５年度の取組み 所管課事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和６年度施策報告書（令和５年度振り返り）

子どもを安心して生み育てられる環境づくり

子ども・子育て支援の取り組みを促進するとともに、子どもたちの健全な育成を家庭や地域、子ども・
子育て支援事業者などと連携・協力を図りながら社会全体で支える体制の構築に努め、子どもを安心し
て生み育てられる環境づくりを進める。

幼児教育・保育の充実

・子どもを取り巻く状況を注視し、必要に応じ、民間から供給されるサービスを活かしながら、認可保育所や特定
地域型保育事業を整備する等、保育サービスの施設整備・運営及び提供体制に関する実施計画に沿った取り組みを
進める。
・幼児教育の質の向上を図るために市内幼稚園事業者へ必要な支援を行う。
・学童保育について、需要を考慮した施設や設備の環境整備とともに、安定的な事業の継続、延長育成の実施など
の課題解決に向けて、民間活力の導入を検討する。
・特別な支援を必要とする子どもや、子育てに不安を抱える保護者に対し、保育所等が児童福祉施設の専門性を活
かした適切な支援を行う。



私立保育園運
営支援事業

保育園からの請求により保育
運営費を支出する。地域区
分、児童年齢、各園の定員数
などにより国基準の単価（公
定価格）が定められており、
児童数等に応じた金額を支払
う。それ以外には、都が定め
た各種保育サービスに対する
加算、補助がある。

3,628,381 3,471,891 156,490 104.5
認定こども園・新制度幼稚園
に対し、園児数等に応じた運
営費の給付を行った。

子育て支援課

公立保育園運
営事業

保育園で園児を保育する。毎
月、園児の健康管理のため身
体測定や0歳児健診を実施する
とともに、誕生会や運動会、
遠足など季節ごとに様々な行
事を実施している。

266,124 257,496 8,628 103.4
園児の健康管理に十分注意し
つつ、季節ごとに様々な行事
を実施した。

子育て支援課

公立保育園給
食事業

園児に対して、栄養士が作成
した献立に基づき、調理員が
調理した昼食及びおやつを提
供する。

89,655 90,045 ▲ 390 99.6

コロナ禍において、感染対策
を行いつつ、栄養価等に配慮
した給食やおやつを提供し
た。

子育て支援課

公立保育園施
設管理事業

園庭整備・内外壁・床・給排
水・各種設備等の改修・補修
工事を実施する。

27,165 32,089 ▲ 4,924 84.7
経年劣化等による修繕や工事
の必要な箇所について、優先
度の高いものから対応した。

子育て支援課

学童保育所管
理運営事業

学童保育所入所申請書に基づ
き、入所決定等の手続きを行
う。学童保育所の入所に至っ
た場合、放課後、保護者の就
労等により家庭で適切な保育
（監護）が受けられない児童
に適切で安全な環境を与え
る。また、学童児童が安全に
施設を利用できるよう、施設
の保守点検・修繕・増改築を
行う。

539,933 522,938 16,995 103.2

学童保育所において、適正な
職員配置及び施設管理等を行
うことで、放課後、家庭で適
切な監護が受けられない入所
児童に対し、適切な監護と環
境を与えることにより、健全
な育成を図ることができた。
加えて、学童事業の民間業務
委託を通じて、事業者の多様
な人材確保策の中で、民間の
ノウハウを活かした人員体制
が整えられ、安定的な事業の
継続及び延長育成の実施とい
う課題に対応することもでき
た。また、前年度に引き続
き、待機児童対策として、小
学校の特別教室等を借用し運
用することで待機児童の解消
に努めた。

児童青少年課



基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和５年度 令和４年度

母子健康手帳
交付事業

妊娠届出者に母子健康手帳を
交付（健康課、児童青少年
課）。母子健康手帳交付時又
は後日、保健師等による面接
を行っている。支援の必要な
妊婦には必要な情報の提供を
行い、継続してフォローす
る。

6,979 10,958 ▲ 3,979 63.7

令和5年度の母子手帳交付件数
は611件（再交付除く）で、
その内児童青少年課での妊娠
届出は65.6％であった。妊婦
面接実施率は84.1％で昨年度
より6.7％増加した。

健康課

母子保健事業
に係る家庭訪
問・面接・電
話相談事業

常勤保健師・嘱託保健師等に
よる家庭訪問、面接、電話相
談

4,695 5,098 ▲ 403 92.1
令和5年度の保健師による訪
問、面接、電話相談件数は
2,046件であった。

健康課

育児相談事業

わくわく健康プラザ又は中央
児童館等で予約制にて相談を
実施。
内容：身体計測、個別相談
（保育・栄養・母乳・歯科）

264 276 ▲ 12 95.7
令和5年度の利用者数は100
名で、1回あたりの平均来所者
数は9名であった。

健康課

両親学級・妊
婦歯科健診事
業

月4回で１コースを年6回実施
（3回目は土曜開催）。1～3
回目は医師、助産師、保健
師、栄養士による講話、クッ
キング・沐浴・ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ・妊
婦擬似体験等の実習。4回目は
歯科健診やﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ、口腔衛
生や虫歯予防などの情報提供
をする。

1,164 1,147 17 101.5
令和5年度は24回実施。参加
延べ人数は384名であった。

健康課

離乳食･幼児食
教室事業

①講話、デモ、調理実習、試
食（年間９回）　②講話、デ
モ、親子で試食（年間２クー
ルを２回）
③講話、デモ、親子で試食、
野菜に触れる（年間２回）
④講話、デモ、親子で調理実
習、試食（年間３回）

3,867 3,954 ▲ 87 97.8

コロナ禍で中止していた実
習、試食の一部を再開し、参
加者は離乳食教室が101名、
幼児食教室が22名であった。

健康課

子育て応援
メール配信事
業

お母さんの体、お腹の赤ちゃ
んの様子や産後のお子さんの
成長、子育てアドバイス、市
の子育てサービス等の情報
を、妊婦さんや乳幼児の保護
者の方に、定期的にメールで
配信する。配信回数は、妊娠
期と生後０～１００日は毎
日、101日～1歳の誕生日ま
では3日に1回、1歳児は7日
に1回、2歳児は14日に１回

1,747 992 755 176.1

令和5年度より配信方法が「子
育て応援アプリ」からに変更
となった。前年度からの移行
者も含め、アプリ登録者の約
84％がメール配信を希望し
た。

健康課

親と子の健康の確保及び増進

・妊婦健診や乳幼児健診などの各種健診と保健指導の充実を図る。
・プレパパママクラス事業などによる子育ての仲間づくりや、乳幼児健診、発達健診、子ども相談など多様な場面
で気軽に保護者が相談できる環境づくりに取り組む。
・産後に安心して子育てが出来るよう、心身の安定と育児不安の軽減を図るための取り組みを検討する。
・各種健診、子ども相談などの母子保健サービスの向上に努めるとともに、妊娠期から子育て期まで、子ども家庭
支援センターや児童発達支援センターわかくさ学園などの関係機関と連携し、切れ目のない支援に取り組む。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％） 令和５年度の取組み 所管課



子どもグルー
プ事業

親子での遊びをとおした集団
指導
3学期制（1学期あたりの定員
15組）、トータル年20回

1,011 950 61 106.4
令和5年度の参加延べ人数は
148名であった。

健康課

産婦・乳幼児
健康診査事業

各健診、年15～16回実施。
内科、歯科診察（1歳6か月、
3歳児）、視力検査（3歳児健
診）、集団指導、問診、身体
計測、個別相談（保健・栄
養・心理・母乳）、必要に応
じて専門医療機関への紹介。
経過観察健診を乳幼児健康診
査と併せて実施。

24,344 26,286 ▲ 1,942 92.6

受診月齢調整のため、令和5年
度は3～4カ月児健診および1
歳6か月児健診は各14回、3
歳児健診は18回実施した。全
体の受診率は96％～98％と
なった。

健康課

母子委託健診
事業

都内委託契約医療機関での妊
婦健診・新生児聴覚検査・６
～７か月児健診・９～１０か
月児健診等の料金を補助する
事業。都外医療機関・助産所
で受けた妊婦健康診査・新生
児聴覚検査の料金を一部補助
する事業（里帰り等妊婦健康
診査、新生児聴覚検査助成）
など

61,937 60,704 1,233 102.0

令和5年度の妊婦健康診査受診
票の受理件数は6,632件（1～
14回目までの総数）。新生児
聴覚検査の受診者は649名。
6～7か月児健診は635件、9
～10か月児健診受診票の受理
件数は650件であった。

健康課

乳児全戸訪問
事業

地区担当保健師、または訪問
指導員（助産師）による家庭
訪問

4,423 4,544 ▲ 121 97.3
令和5年度の実施率は99.6％
と前年より増加した。

健康課

乳幼児発達健
康診査事業

各健診の結果、児童精神科的
領域及び運動・精神発達面の
疾患が疑われる乳幼児に対し
て、児童精神、小児神経学的
立場に重点を置いた健診を行
う。

531 578 ▲ 47 91.9

予約者数に対しての受診率は
97％。その内療育機関等への
紹介の割合はは65％であっ
た。

健康課

乳幼児歯科相
談事業

①う蝕予防を目的とした歯科
定期健診・フォロー及び口腔
衛生指導、フッ素塗布等
②スキンシップ遊びを取り入
れながら歯みがき開始の導
入、指導

5,151 5,051 100 102.0
令和5年度は39回実施。受診
者数は延べ353名であった。

健康課

未熟児養育医
療の給付事業

指定医療機関に入院した際に
かかる医療費の自己負担額の
一部を公費で負担する事業。
（平成25年度より東京都より
移譲された事務）

1,179 5,593 ▲ 4,414 21.1
令和5年度の医療券交付件数は
3件であった。

健康課

2歳児歯科健
診事業

集団指導、問診、歯科健診、
ブラッシング指導を実施。必
要に応じて個別相談（栄養・
心理・保育・歯科）を実施。
口腔内状態によりフォロー健
診（乳幼児歯科相談事業）に
つなげる。

6,631 6,774 ▲ 143 97.9
令和5年度は12回実施し、受
診者数は699名。受診率は
92.1％であった。

健康課

子ども相談事
業

心理相談（個別）を年24回実
施する。

1,072 1,083 ▲ 11 99.0

1歳6か月児健診、3歳児健診
の心理相談利用者で経過観察
が必要なものに対し、予約制
で相談を受けている。令和5年
度の利用率は92.8％であっ
た。

健康課



歯科保健普及
啓発事業

東久留米市歯科医師会が実施
する歯科・口腔衛生に関する
事業の一部を助成することに
より、地域歯科保健の向上を
図る。歯科保健に関する普及
啓発、情報提供、技術提供活
動。

500 500 0 100.0

令和5年度は幼児向けの事業
と、一般市民向け講演会を各1
回実施した。参加者数は全体
で86名となった。

健康課

産後ケア事業
（デイサービ
ス集団型）

（グループワーク）参加者同
士が知り合い、子育てについ
て今の悩みや思いを語り合
う。子育てや母乳の相談、赤
ちゃんとの遊びの紹介、活用
できる地域資源の紹介などを
行う。スタッフが赤ちゃんの
保育をし、母親がリラックス
できる時間も作る。

1,191 1,191 0 100.0
令和5年度は16回実施し、参
加者数は延べ342組であっ
た。

健康課

出産・子育て
応援交付金
（伴走型支援
一体型）事業

全ての妊婦・子育て世帯が安
心して出産・子育てできるよ
う、妊娠期から出産・子育て
まで一貫して身近で相談に応
じ、様々なニーズに即した必
要な支援につなぐ伴走型相談
支援の充実を図るとともに、
妊娠の届出や出生の届出を
行った妊婦・子育て世帯等に
対し、出産育児関連用品の購
入費助成や子育て支援サービ
スの利用負担軽減を図る出
産・子育て応援交付金を一体
的に実施する。

116,784 209,432 ▲ 92,648 55.8

令和5年1月より事業開始。妊
娠期はマタニティ面談実施後
に、子育て期は乳児全戸訪問
実施後に交付金（電子マネー
やデジタルギフト）を配布し
た。
令和5年度の配布総数は妊娠期
が995件、子育て期が658件
であった。

健康課

基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和５年度 令和４年度

幼稚園保護者
助成事業

私立幼稚園等園児保護者負担
軽減事業費補助金は、幼稚園
等に在園する園児の保護者に
対する補助で、所得制限があ
る。また、私立幼稚園入園支
度金貸付は必要とする保護者
に入園支度金を貸付する事業
である。

332,364 390,152 ▲ 57,788 85.2

対象となる施設毎に、各世帯
で負担する費用の一部を補助
することにより、経済的負担
の軽減を行った。

子育て支援課

子育て家庭の経済的負担の軽減

・子育て家庭への手当・医療助成等の手続きや保育所・幼稚園の入園相談等を所管する窓口では、子育てに役立つ
情報提供や適切な相談窓口への取り次ぎ等を行い、子育てに関する初期相談窓口としての機能を担う。また、各種
制度を通じ、子育て家庭における経済的負担の軽減を図る。
・教育訓練給付金事業、高等職業訓練促進給付金事業などの実施に加え、関係機関と連携し、個々の家庭の状況に
応じた総合的な就労支援に努める。
・家庭内の悩みや問題を的確に把握し、関係機関との連携のもと、個々の家庭の状況に応じた情報提供を行うとと
もに、適切な相談機関への引き継ぎに努める。
・ひとり親家庭などに対する経済的な負担軽減や生活支援、相談活動など、自立に向けた支援を行う。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％）

令和５年度の取組み 所管課



児童扶養手当
支給事業

認定請求書、変更申請書等の
受付、認定、却下、消滅通
知、支払（定例1月、3月、5
月、7月、9月、11月、随
時）、現況届

338,304 339,530 ▲ 1,226 99.6

父または母が死亡、離婚、生
死不明などによる母子・父子
家庭や、父または母が政令に
定める障害のある家庭で、１
８歳に達した年度末までの児
童を養育している方に手当を
支給。（所得制限あり）ひと
り親家庭等の経済的負担を軽
減することにより、生活の安
定と自立の促進を図った。

児童青少年課

認可外保育施
設入所児童保
護者助成事業

・対象者に認可外保育施設に
現に納入した保育料と認可保
育所に入所した場合の保育料
との差額を支給する（上限：
１人目月10,000円、2人目以
降月14,000円）。
・施設等利用給付費を支給す
る（3歳から5歳まで月
37,000円、0歳から2歳まで
の住民税非課税世帯月42,000
円）

36,368 32,120 4,248 113.2

認可外保育施設に通う園児の
保護者に対し、幼児教育無償
化分や保育料負担を軽減する
ための補助金を交付した。

子育て支援課

児童育成手当
支給事業

認定請求書、変更申請書等の
受付、認定、却下、消滅通
知、支払（定例6月、10月、
2月、随時）、現況届

247,094 245,948 1,146 100.5

父または母が死亡、離婚、生
死不明などによる母子・父子
家庭や、父または母が重度障
害のある家庭で、１８歳に達
した年度末までの児童を養育
している方に手当を支給。
（所得制限あり）ひとり親家
庭等の経済的負担を軽減する
ことにより、生活の安定と自
立の促進を図った。

児童青少年課

給食費等実費
徴収に係る補
足給付事業

保護者が支払うべき日用品、
文房具などや特定教育・保育
等に係る行事への参加に要す
る費用などや旧制度幼稚園に
通う園児の保護者に対し給食
費を助成する。

1,146 1,590 ▲ 444 72.1
所得基準を満たす保護者に対
し、日用品や給食費の補助を
行った。

子育て支援課

ひとり親家庭
住宅手当助成
事業

支給請求書、変更申請書等の
受付、認定、却下、消滅通
知、支払（定例6月、10月、
2月、随時）、他制度受給、転
居などの確認

7,609 7,910 ▲ 301 96.2

ひとり親家庭等の母又は父に
対し家賃の一部を助成。１８
歳未満のお子さんを育ててい
るひとり親家庭の父・母・養
育者の方が民間の共同住宅
（アパート等）を借りて家賃
を支払っている場合に、家賃
の一部を助成し、ひとり親家
庭等の自立を支援した。

児童青少年課

入院助産の実
施事業

助産施設申込書の受付、入所
承諾書・不承諾通知、解除通
知、助産施設入所世帯からの
費用徴収

3,340 0 3,340 -

出産に当たって、保健上必要
があるにもかかわらず、経済
的理由により病院または助産
所に入院できない方を対象
に、助産施設として認可され
ている病院等においてその費
用を助成する。

児童青少年課



児童手当支給
事業

認定請求書、変更申請書、額
改定請求書等の受付、認定、
却下、消滅通知、支払（定例6
月、10月、2月、随時）、現
況届

1,529,110 1,573,482 ▲ 44,372 97.2

０歳から中学校修了前（１５
歳到達後最初の３月３１日ま
で）の児童を養育している方
に手当を支給。（児童の年齢
や保護者の所得によって支給
額は異なる）子どもの養育に
かかる経済的負担の軽減と次
代の社会を担う児童の健全な
育成と資質の向上を図り、児
童を養育する家計の負担を軽
減することにより、安心して
子育てする環境をつくれるよ
う努めた。

児童青少年課

子ども医療費
助成事業

医療証交付、変更申請書等の
受付、認定、却下、消滅通
知、医療証の発行、現況届

438,273 381,459 56,814 114.9

乳幼児の保健の向上と健やか
な育成を図る「乳幼児医療費
助成」、義務教育就学児の保
健の向上と健やかな育成を図
る「義務教育就学児医療費助
成」により、医療費の負担を
軽減することで、安心して子
育てができる環境をつくれる
よう務めた。

児童青少年課

ひとり親家庭
等医療費助成
事業

医療証交付申請書、変更申請
書等の受付、認定、却下、消
滅通知、医療証の発行、現況
届

41,585 39,477 2,108 105.3

ひとり親家庭等の保健の向上
と福祉の増進を図り、医療費
の負担を軽減することによ
り、ひとり親家庭等の自立を
支援した。

児童青少年課

母子・父子家
庭自立支援給
付金事業

・支給申請書の受付
・支給審査結果通知
・支払

6,480 4,673 1,807 138.7

ひとり親家庭の母親又は父親
の就労を促進するため、教育
訓練講座を受講した母親又は
父親に、自立支援教育訓練給
付金を支給する「自立支援教
育訓練給付金」、ひとり親家
庭の経済的自立を促進するた
め、就職に有利な資格取得を
目指して修業中の母親又は父
親に対し、高等職業訓練促進
給付金を支給する「高等職業
訓練促進給付金」により、資
格を取得することで就労に結
びつけることができ、世帯の
自立支援につながった。

児童青少年課

子育て世帯生
活支援特別給
付金支給事業

食費等の物価高騰等に直面
し、影響を受けて損害を受
け、低所得の子育て世帯を見
舞う観点から、子育て世帯生
活支援特別給付金を支給

119,000 104,795 14,205 113.6

食費等の物価高騰の影響を受
けて損害を受けた、「低所得
のひとり親世帯」・「低所得
の子育て世帯（その他世帯＜
ひとり親世帯以外の世帯
＞）」に対し、低所得の子育
て世帯を見舞う観点から、子
育て世帯生活支援特別給付金
を支給した。

児童青少年課



基本事業名

長期総合計画に
おける方向性

令和５年度 令和４年度

一時預かり事
業

私立保育園、認定こども園、
管内管外幼稚園で実施 102,656 123,612 ▲ 20,956 83.0

私立保育園、認定こども園、
管内管外幼稚園で一時預かり
事業を実施した。

子育て支援課

病児・病後児
保育事業

医療法人社団健智会・さいわ
い町診療所に隣接する「こど
も静養室　めぐのへや」で実
施。保育のデイリープログラ
ムを立てて一日を快適に過ご
せるようにしている。利用に
際して診察が条件となってお
り、昼には医師の回診があ
る。

10,363 9,445 918 109.7
病中、病後で保育園などでの
集団生活が困難な乳幼児を預
かる病児保育を実施した。

子育て支援課

利用者支援事
業(特定型)

行政が地域連携の機能を果た
すことを前提に、主として保
育に関する施設や事業を円滑
に利用できるよう支援を実施
する特定型として、平成２７
年７月から事業を開始した。
子育て支援に関する情報収
集・提供を行い、必要に応じ
相談、助言等を行う。

3,323 3,243 80 102.5

窓口や電話対応による情報提
供（相談）を行うとともに、
関係機関との連絡調整等も積
極的に行った。また、子育て
支援だより等の刊行物及び子
ども家庭支援センター事業へ
の参加による事業周知を行っ
た。

子育て支援課

地域の子育て
支援事業

異年齢交流事業（七夕祭り、
夏祭り、芋掘り、運動会、作
品展、園庭開放などへ親子が
参加し園児と交流する）を地
域の児童及び保護者の参加の
もと実施。また併せて園にお
いて子育て講座等を実施し子
育てにおける相談・助言を
行っている。

2,267 2,119 148 107.0

新型コロナウイルス感染症を
考慮し中止となった事業も
あったが、地域の児童及び保
護者の参加のもと交流事業を
実施した。

子育て支援課

地域子育て支
援センター事
業

「地域子育て支援センター事
業実施要綱」の基準により下
里しおん保育園にて実施。子
育て家庭に対する相談指導、
情報提供および援助。子育て
中の親子の交流。地域の保育
需要に応じた特別保育事業等
を実施する。

7,491 7,491 0 100.0

子育て講座、ベビーサロン、
保育所体験、子育てサークル
支援、公園で保育、子育て情
報誌の発行、子育て相談、ボ
ランティアの育成・支援

児童青少年課

母子保護の実
施事業

・母子生活支援施設入所まで
にかかる事務
・入所世帯からの費用徴収
・実施解除にかかる事務

21,392 25,156 ▲ 3,764 85.0

保護が必要な母子または女性
に対し、施設の利用を提供
し、その自立への支援を講じ
るまでの間、母子及び女性の
安全を確保し、福祉の増進を
図った。

児童青少年課

家庭・地域における子育て支援

・子どもと親が地域で安心して過ごせるような環境づくり等に努めるとともに、地区青少年健全育成協議会による
児童の健全育成のための活動を支援する。
・市内各保育所における育児相談、園庭開放、地域交流行事など、地域活動事業の充実に努め、地域の子育て力向
上を図る。
・児童館は、子どもの健全育成のための施設であり、遊びや生活の場での継続的な関りを通して適切な支援を行う
とともに、子どもと子育て家庭の課題の発生予防や早期発見に努め、子ども家庭支援センターなど関係機関と連携
して対応を行う。
・子ども家庭支援センターは、地域の中核機関として、関係機関との連携や調整機能の充実を図る。また、地域子
育て支援センターは、地域の子育て及び親子の交流を促進する支援拠点として、子育てに関する情報提供及び相談
支援の充実を図る。

事務事業名 事業概要
事業費（千円） 増減額

（千円）
前年度比
（％） 令和５年度の取組み 所管課



ひとり親ホー
ムヘルプサー
ビス事業

・派遣申請の受付
・内容を審査し、派遣決定
（不承認）通知
・契約業者への派遣依頼（随
時）

1,788 1,789 ▲ 1 99.9

日常生活を営むのに支障があ
るひとり親家庭に対して、一
定の期間、ホームヘルパーを
派遣し、日常生活の世話等必
要なサービスを行う。これら
の家庭の福祉の増進、生活の
安定を図った。

児童青少年課

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

ファミリーサポートセンター
事業委託
・事業説明会（ファミリーサ
ポート会員の募集）・会員に
対する講習会開催等
・会員のサポート活動

9,637 9,454 183 101.9

東久留米市社会福祉協議会に
ファミリーサポートセンター
事業を委託し、事業説明会、
講習会、会員のサポート活動
等を実施した。

児童青少年課

東久留米市青
少年問題協議
会運営事業

市長の諮問にもとづき協議会
を開催し、運営する。
協議会は、青少年の健全育成
に関する調査・審議をする市
長の附属機関であり､青少年健
全育成について審議し市長へ
答申する。

0 0 0 -
令和５年度は協議会への諮問
事項がなかったため、協議会
の開催を見送った。

児童青少年課

中学校地区青
少年健全育成
協議会支援事
業

７地区の青少年健全育成協議
会に対して、青少年健全育成
に係る活動（社会環境の浄
化、青少年の非行防止活動
等）を支援する。

1,699 1,752 ▲ 53 97.0

各中学校地区青少年健全育成
協議会が行う青少年健全育成
に係る活動を支援し、青少年
の健全育成に取り組んだ。

児童青少年課

愛のひと声運
動支援事業

①実施委員会会議
②単位実行委員会
③各単位実行委員会での活動
（ひと声運動の説明、地域巡
回等）

106 227 ▲ 121 46.7

愛のひと声運動単位実行委員
会で情報共有を行い、地域巡
回活動を通じて、青少年の健
全育成に取り組んだ。

児童青少年課

子ども家庭支
援センター運
営事業

子どもと家庭に関する総合相
談の実施。またショートステ
イ等の在宅サービスや、地域
における子育て活動の推進。
ひろば事業ではいはいの会、
ねんねの会をはじめとした親
に対する子育て支援者講座を
開き子育ての支援を行う。地
域の関係機関と連携し、子育
てネットワークの中核機関と
しての連携の構築を行う。

42,681 43,922 ▲ 1,241 97.2

子どもと家庭に関する総合相
談の実施
ショートステイ等の在宅サー
ビスの案内と調整
ひろば事業で親に対する子育
て支援の講座
多胎児の交流会、移動経費補
助
養育体験発表会

児童青少年課

児童の居場所
づくり事業

児童館に係る空白地域におい
て、小学校の体育館等で児童
館事業を実施する。

2,799 2,800 ▲ 1 100.0
事業の運営委託を行い、市内
既存の公共施設等で事業を実
施した。

児童青少年課

児童館管理運
営事業

指定管理者が管理運営を行う
中央児童館、子どもセンター
ひばり、子どもセンターあお
ぞら、けやき児童館におい
て、児童館の利用者が自由に
遊んだり、各種（年代別）行
事を開催している。また、児
童館施設利用者が安心して利
用できるよう、施設の保守点
検・修繕・増改築を行う。

182,679 185,109 ▲ 2,430 98.7
指定管理者と連携して、安定
した児童館の管理運営を行っ
た。

児童青少年課



子供食堂事業

在宅の子供やその保護者を対
象に、食事の提供を行う事業
者に対し、補助金を交付す
る。

2,083 1,521 562 136.9

令和４年度より予算の繰越を
行った「子供の食の確保」緊
急対応事業補助金を３団体、
令和５年度に新たに補正予算
を組んだこども食堂支援事業
補助金を３団体にそれぞれ交
付した。

児童青少年課

高校生等医療
費助成事業

高校生等の保健の向上と健や
かな育成を図る。

40,647 822,330 ▲ 781,683 4.9

高校生等の保健の向上と健や
かな育成を図る「高校生等医
療費助成」により、医療費の
負担を軽減することで、安心
して子育てができる環境をつ
くれるよう務めた。

児童青少年課


